
伊方町･瀬戸町･三崎町合併協議会

第２０回会議資料

日 時：平成１７年１月２１日（金）午後２時から

場 所：三崎町民会館 ４階 大会議室



会 議 次 第

１．開 会

２．会長（瀬戸町長）あいさつ

３．会議録署名人の指名について
（ ） （ ） （ ）

４．議 事
報 告

①報告第３４号 市町村の廃置分合に係る総務大臣告示について
②報告第３５号 新町行政機構について
③報告第３６号 特別職の報酬等について
④報告第３７号 消防団の取扱いについて
⑤報告第３８号 農業委員会委員の定数について
⑥報告第３９号 各種事務事業（奨学資金貸与事業）の取扱いについて
⑦報告第４０号 社会教育関係事業について
⑧報告第４１号 指定金融機関等について

その他
①新「伊方町」の住所表示について
②第２１回 伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会の日程について

５．その他

６．副会長（三崎町長）あいさつ

７．閉 会
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報 告第３４号

市町村の廃置分合に係る総務大臣告示について

市町村の廃置分合に係る総務大臣告示について別紙のとおり報告する。

平成１７年１月２１日提出

伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会

会長 井 上 善 一
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報 告第３５号

新町行政機構について

新町行政機構について別紙のとおり報告する。

平成１７年１月２１日提出

伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会

会長 井 上 善 一



新 町 行 政 機 構

別 紙



(1) 選挙管理委員会に関すること

(2) 公平委員会に関すること

(3) 総合支所及び出張所との連絡調整に関すること

(4) 庁議、課長会議等庁内の連絡調整に関すること

(5) 課内の予算経理、連絡調整その他いずれの係にも属さないこと

　

(1) 職員の人事給与に関すること

(2) 職員の研修及び福利厚生に関すること

(3) 職員の共済及び退職手当事務に関すること

(1) 行政改革に関すること

(2) 法制、文書の収受、発送等に関すること

(3) 公印の管理に関すること

(4) 儀式、賞勲等に関すること

(5) 自衛官募集に関すること

(6) その他町の行政一般に関すること

(1) 消防団に関すること

(2) 愛媛県オフサイトセンターに関すること

(3) 防災行政無線の運用及び維持管理に関すること

(4) その他水防、防災、防犯に関すること

(1) 業務システムの企画及び調整等に関すること

(2) 有線テレビジョン放送事業の推進に関すること

(3) 地域情報化の推進に関すること

(4) 個人情報保護に関すること

(1) 庁舎、施設等（他の課に属するものを除く。）の維持管理に関すること

(2) 普通財産の維持管理に関すること

(3) 町有物件の災害共済（保険）に関すること

(4) 登記に関すること

(5) その他管財に関すること

(1) 地域振興バス及び公用車等の管理運行業務に関すること

(2) 交通安全に関すること

(3) 交通災害共済事務に関すること

(1) 人権擁護に関すること

(2) 同和対策行政の推進に関すること

(3) 地域改善事業に関すること

(4) 住宅新築資金等貸付事業に関すること

(5) 隣保館との連絡調整に関すること

(6) その他人権対策に関すること

(1) 予算、地方交付税、地方債に関すること

(2) 議会に関すること

(3) 電源立地地域対策交付金に関すること

(4) 生活環境調整事業に関すること

(5) その他財政に関すること

(1) 入札執行制度及び契約の管理に関すること

(2) 入札指名業者選定会に関すること

(3) 指名業者の受付等に関すること

(4) 公共用地の先行取得及び土地開発公社に関すること

(5) 公共用地買収基準等（用地交渉及び契約締結の業務を除く。）に関すること

(1) 地域資源の開発に関する調査研究に関すること

(2) 企業誘致に関すること

(3) 市町村合併に伴う調整に関すること

(4) 町長の特命事項に関すること

(5) その他重要な施策の研究及び立案に関すること
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(1) 町の総合開発、行政の企画及び調整に関すること

(2) 町の基本構想、振興計画に関すること

(3) 生活文化行政の総合調整に関すること

(4) 統計調査に関すること

(5) 課内の予算経理、連絡調整その他いずれの係にも属さないこと

(1) 広報広聴に関すること

(2) 情報公開に関すること

(3) 区長会に関すること

(4) 地域審議会に関すること

(5) 旧伊方町地区自治活動促進制度に関すること

(1) 町長及び助役の秘書に関すること

(2) 町政モニターに関すること

(3) 要望書に関すること

(4) 町長専用車の管理及び運行業務に関すること

(1) 姉妹都市等交流に関すること

(2) 国際交流協会に関すること

(3) 国際交流員に関すること

(4) その他交流事業に関すること

(1) 原子力の立地対策及び安全対策に関すること

(2) 原子力の広報安全に関すること

(3) 環境放射線等調査受託等に関すること

(4) 愛媛県伊方原子力広報センターとの連絡調整に関すること

(5) その他原子力対策に関すること

本

企画調整課
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(1) 税制の管理に関すること

(2) 固定資産評価審査委員会に関すること

(3) 地籍に関すること

(4) 課内の予算経理、連絡調整その他いずれの係にも属さないこと

(1) 土地、家屋等の評価及び課税台帳の整備保管に関すること

(2) 町税、国民健康保険税及び県民税の賦課に関すること

(1) 町税、国民健康保険税及び県民税の徴収に関すること

(2) 滞納処分に関すること

(3) その他徴収に関すること

(1) 戸籍及び住民基本台帳に関すること

(2) 外国人登録に関すること

(3) 民事及び刑事事項の記載に関すること

(4) 人口動態に関すること

(5) 課内の予算経理、連絡調整その他いずれの係にも属さないこと

(1) 国民年金に関すること

(2) 国民健康保険（直営診療所の管理運営に関することを除く。）事業に関すること

(3) 老人医療に関すること

(4) その他医療費の助成制度に関すること 　

　 　

(1) じん芥及びし尿の処理に関すること

(2) 公害に関すること

(3) 墓地、斎場及び一般廃棄物処理施設の管理運営に関すること

(4) 消費者保護、住民生活の安定向上及び生活運動の推進に関すること

(5) 動物愛護に関すること

(6) コミュニテイに関すること

(7) その他環境衛生に関すること

(1) 各種予防接種及び感染症の予防に関すること

(2) 保健指導、栄養指導及び健康相談に関すること

(3) 精神保健及び精神障害者に関すること

(4) 保健センターとの連絡調整に関すること

(5) オレンジ作業所の運営管理に関すること

(6) その他保健衛生に関すること

(1) 所管する地域内における保健事業の実施に関すること

(2) 所管する施設の管理に関すること

(1) 地域医療に関すること

(2) 国民健康保険直営診療所の管理運営に関すること

(3) 歯科診療所の管理に関すること

(4) 所管する予算、経理、決算に関すること

(1) 所管する診療区域における医療の実施に関すること

(2) 所管する施設の管理に関すること

(1) 来庁者の窓口総合案内に関すること

(2) 印鑑登録事務その他諸証明に関すること

(3) 埋火葬の許可及び斎場、霊柩車の手続きに関すること

(4) その他窓口業務に関すること

新伊方町行政機構図（本庁）
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(1) 民生児童委員に関すること

(2) 障害者福祉に関すること

(3) 生活保護に関すること

(4) 災害救助に関すること

(5) 災害遺児福祉手当に関すること

(6) 行旅病人、死亡人に関すること

(7) 戦傷病者、戦没者遺族等の援護に関すること

(8) 社会福祉協議会等との連絡調整に関すること

(9) 課内の予算経理、連絡調整その他いずれの係にも属さないこと

(1) 児童手当、児童扶養手当及び特別児童扶養手当に関すること

(2) 母子、父子及び寡婦福祉に関すること

(3) 保育所に関すること

(4) 児童遊園地に関すること

(5) 児童及び青少年の健全育成に関すること

(6) その他児童福祉に関すること

(1) 高齢者福祉事務に関すること

(2) 老人保健福祉計画に関すること

(3) 高齢者の福祉サービスに関すること

(4) 老人福祉施設の入所措置に関すること

(5) その他高齢者福祉に関すること

(1) 介護保険事業計画の策定及び推進に関すること

　 (2) 被保険者の資格管理に関すること

(3) 保険給付に関すること

(4) 介護報酬等に関すること

(5) 介護保険料（１号保険料）の賦課徴収に関すること

(6) 室内の予算経理、連絡調整、その他他の係に属さないこと

(1) 要介護認定及び介護認定審査会に関すること

(2) 介護サービス計画に関すること

(3) 在宅介護支援センターとの連絡調整に関すること

(4) 指定介護事業所との連絡調整に関すること

本

庁

助役

新伊方町行政機構図（本庁）
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(1) 商業及び工業の振興に関すること

(2) 観光及び労働に関すること

(3) 地域振興イベントに関すること

(4) 観光協会及び道の駅に関すること

(5) 緊急雇用対策に関すること

(6) 町商品券事業に関すること

(7) 課内の予算経理、連絡調整その他いずれの係にも属さないこと

(1)

(2) 亀ケ池温泉施設整備及び風力発電施設整備に関すること

(3) 商工観光施設の維持補修及び修繕工事等に関すること

(1) 所管する公園及び建物等の整備及び維持管理等に関すること

(2) 地域振興センター及び観光物産センターに関すること

(3) 農水産物処理加工施設に関すること。

(1) 所管する地域振興に関する調査研究及び指導業務等に関すること

(2) 加工品等の研究開発に関すること

(3) 物産センター及び加工施設との連絡調整に関すること

(4) 酒杜氏組合の支援に関すること

・ 農水産物処理加工施設

(1) 農業、林業及び畜産業の振興に関すること

(2) 産業振興の総合企画、関係機関等との連絡調整に関すること  

(3) 農業振興地域整備計画に関すること

(4) 所管する産業分野の資金融資等に関すること

(5) 中山間地域対策事業に関すること

　 (6) 所管する統計調査に関すること

(7) 土地改良事業及び土地改良区に関すること

(8) 農業委員会との連絡調整に関すること

(9) 地代等に関すること

(10)生活研究協議会の支援に関すること

(11)課内の予算経理、連絡調整その他いずれの係にも属さないこと

　

(1)

　

(2) その他農業土木に関すること

(1) 水産業の振興に関すること

(2) 水産業の総合企画、関係機関等との連絡調整に関すること

(3) 漁業制度資金に関すること

(4) 水難救済、海上漂流物等に関すること

(5) 船員事務に関すること

(6) その他水産業に関すること

・ 農水産物処理加工施設

・ 園芸施設

・ 製氷施設

・ 農業体験交流施設

庁

本

農林水産課

新伊方町行政機構図（本庁）

町長 助役

商工観光課

農業公園

水産係

風力発電施設

温泉温浴施設

観光物産センター

商工観光係

観光事業係

施設維持係

商工観光事業等に係る基盤整備の調査及び設計並びに工事の施工監督に関す
ること

地域振興センター

農業、林業及び水産業に係る基盤整備の計画、調査及び設計並びに施工監督に
関すること

農林水産施設

加  工  場

農業総務係

農業土木係



　
　

(1) 運輸交通に関すること

(2) 町道、河川、港湾及び漁港等の管理に関すること

(3) 所管の統計調査に関すること

(4) 公共土木施設の災害復旧事務に関すること

(5) 公共用地の取得及び物件等の補償事務に関すること

(6) 総合支所との連絡調整に関すること

(7) 課内の予算経理、連絡調整その他いずれの係にも属さないこと

(1)

　

(1)

　

(1)

　

(1) 建築確認に関すること

(2) 町営住宅、小集落改良住宅及び集会所の建設及び維持管理等に関すること

(3) 宅地開発に関すること

　

(1) 法定外公共物の管理に関すること

(2) 道路、水路等の維持補修等に関すること

　

(1) 事業の企画調整に関すること

(2) 業務状況の公表及び広報宣伝に関すること

(3) 下水道に関する苦情及び陳情等の処理に関すること

(4) 下水道料金の調定及び徴収に関すること

(5) 財産の取得、管理及び処分に関すること

(6) 下水道排水設備工事の助成金等に関すること

(7) 課内の予算経理、連絡調整その他いずれの係にも属さないこと

　 　

(1)

(2)

(1)

(2) 処理場、管渠の維持管理に関すること

(3) 下水道排水設備工事に関すること

(1) 現金、有価証券、物品の出納及び保管に関すること。

(2) 用度及び財産の記録管理に関すること。

(3) 支出負担行為の確認に関すること。

(4) その他会計に関すること。

助役

建設課

本
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港湾、海岸及び災害復旧に係る土木事業の計画、調査及び設計並びに工事の施
工監督に関すること

公共下水道事業の計画、調査及び設計並びに工事の施工監督に関すること

集落排水施設事業の計画、調査及び設計並びに工事の施工監督に関するこ
と

合併処理浄化槽事業の計画、調査及び設計並びに工事の施工監督に関する
こと

漁港、海岸及び災害復旧に係る土木事業の計画、調査及び設計並びに工事の施
工監督に関すること

道路河川係
道路,河川,がけ崩れ及び災害復旧に係る土木事業の計画、調査及び設計並びに
工事の施工監督に関すること

建築住宅係

港湾係

工務第一係

公共物維持係

新伊方町行政機構図（本庁）

町長

会計課収入役

下水道課

総
合
支
所

課

会計係

係

工務第二係

管理係

庶務係

漁港係



(1) 課内の連絡調整に関すること

(2) 事業の企画調整に関すること

(3) 業務状況の公表及び広報宣伝に関すること

(4) 水道に関する苦情及び陳情等の処理に関すること

(5) 上下水道料金の調定及び徴収に関すること

(6) 使用水量の計量及び認定に関すること

(7) 入札及び契約に関すること

(8) 財産の取得、管理及び処分に関すること

(9) 所管の予算経理に関すること

(10)その他庶務に関すること

(1) 施設の維持管理に関すること

(2) 水道工事等の監督指導に関すること

(3) 給水装置工事事業者の指定及び指導に関すること

(4) 資材等の購入、保管及び処分に関すること

(5) 工具、機械及び車両等の管理に関すること

(6) 業務の記録及び統計に関すること

(7) 給水装置の使用並びに開栓及び閉栓に関すること

(8) 水量水圧の調整及び水質の保全に関すること

(9) 規則違反者の処分等に関すること

(10)その他工務に関すること

本

公営企業

庁

新伊方町行政機構図（本庁）

事務局

町議会

農業委員会

上水道課

総務係

工務係

庶務係

庶務係

議会事務局

議事係



（１）委員会の会議に関すること

（２）委員会所管に属する職員の人事に関すること

（３）委員会所掌の予算に関すること

（４）学校その他の教育機関の設置、管理等に関すること

（５）学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に関すること

（６）外国語指導助手（ＡＬＴ）に関すること

（７）町教育活動指導員に関すること

（８）町奨学資金に関すること

（９）広報及び公聴に関すること

（10）その他、他の係に属しない事項に関すること

（１）学校職員の人事に関すること

（２）教科書その他教材の取扱いに関すること

（３）教職員の研修に関すること

（４）学校職員及び児童生徒の保健、安全、及び福利厚生に関すること

（５）学校給食に関すること

（６）ｽｸｰﾙﾊﾞｽに関すること

（７）児童生徒の就学及び小中学校の学級編成に関すること

（８）学校給食に関すること

（９）その他学校教育に関すること

（１）学校、その他施設及び教具その他の設備の整備、管理に関すること

（２）教職員住宅の管理運営に関すること

（３）通学路等の整備、安全に関すること

（４）学校施設台帳に関すること

（５）その他学校施設に関すること

（１）運営委員会に関すること

（２）学校給食の献立、調理に関すること

（３）物資の購入、支払に関すること

（４）給食設備の保全管理及び食品等の衛生管理に関すること

（５）学校給食に関する庶務及び経理

（６）その他学校給食に関すること

（１）社会教育計画に関すること

（２）公民館及び生涯学習関係機関の管理及び運営に関すること

（３）社会教育委員、公民館運営審議会委員、文化財保護審議会委員及び体育指導委

　　 員の委嘱並びに社会教育委員会議及び公民館運営審議会の会議に関すること

（４）社会教育団体の育成に関すること

（５）各種学級講座の開設及び研究会、討論会、講習会、講演会展示会、その他集会の

　　 開催並びにそれらの奨励に関すること

（６）視聴覚教育及び視聴覚ライブラリーに関すること

（７）その他生涯学習の所掌に関すること

（１）人権、同和教育の企画及び連絡事務に関すること

（２）社会教育における人権・同和教育の推進に関すること

（３）人権教育関係機関及び団体との連絡調整に関すること

（４）その他人権・同和教育の推進に関すること

（１）体育施設の管理運営に関すること

（２）生涯スポーツの振興に関すること

（３）スポーツ関係団体等の指導育成に関すること

（４）体育指導委員及びスポーツ推進員の会議に関すること

（５）学校体育施設の開放事業に関すること

（６）その他社会体育に関すること

（１）女性リーダーの育成に関すること

（２）女性関係団体の育成に関すること（他の所管に属するものを除く）

（３）文化団体の指導育成に関すること

（４）文化財の発掘及び保存伝承に関すること

（５）文化財保護審議会に関すること

（６）各種文化事業に関すること

本

庁

新伊方町行政機構図（本庁）

教
育
委
員
会

教
育
長

スポーツ振興室

学校教育係

女性文化室

学校施設係

小学校（１１）

生涯学習係

体育施設

生涯学習課

人権教育係

学校給食ｾﾝﾀｰ

中学校（４）

学校教育課

総務係



（１）中央公民館の管理運営に関すること

（２）地区館との連絡調整に関すること

（３）県公民館連絡協議会に関すること

（４）自治公民館連絡協議会並びに主事会に関すること

（５）伊方地域の公民館活動に関すること

（１）町見公民館・二見分館の管理運営に関すること

（２）集会所事業に関すること

（３）町見地域の公民館活動に関すること

（１）瀬戸公民館・四ツ浜分館の管理運営に関すること

（２）瀬戸地域公民館活動に関すること

（１）三崎公民館及び串分館の管理運営に関すること

（２）三崎地域公民館活動に関すること

（１）町見郷土館の管理運営に関すること

（２）民族、歴史、考古、産業等に関する資料展示、企画に関すること

（３）収蔵資料の保存整理に関すること

（４）町内の民族等資料の調査・研究に関すること

（５）民族等の資料に関する知識の普及啓発に関すること

（６）その他町見郷土館の目的の達成に必要な業務に関すること

庁

本

教
育
委
員
会

教
育
長

新伊方町行政機構図（本庁）

町見公民館

中央公民館

瀬戸社会教育会館

瀬戸文化ｾﾝﾀｰ

生涯学習課

瀬戸町民ｾﾝﾀｰ

串分館

生涯学習センター

図書館

町見郷土館

四ﾂ浜分館

瀬戸公民館

三崎公民館

二見分館



(1) 選挙に関すること

(2) 本庁との連絡調整に関すること 

(3) 文書の収受、発送等に関すること

(4) 公印の管理に関すること

(5) 地域審議会に関すること

(6) 人権擁護に関すること

(7) 人権対策行政の推進に関すること

　 　 (8) 入札及び契約（財政課に属するものを除く。）に関すること。

　 　 (9) 地域改善事業に関すること

　 (10) 住宅新築資金等貸付事業に関すること

(11) 職員の福利厚生及び健康管理等に関すること

(12) 支所及び課内の予算経理、連絡調整その他いずれの課係にも属さないこと

(1) 庁舎、施設等（他の課に属するものを除く。）の維持管理に関すること

(2) 普通財産の維持管理に関すること

(3) 登記に関すること

(4) その他管財に関すること

　 (1) 電算システム等の維持管理に関すること

(2) 有線テレビジョン放送に関すること 　

(3) 個人情報保護に関すること

(4) 広報に関すること

(5) 統計に関すること

　 (1) 消防団に関すること

(2) 防災行政無線の運用及び維持管理に関すること

(3) 防犯に関すること

(4) 交通安全に関すること

(5) 交通災害共済事務に関すること

(6) 地域バス及び公用車等の管理運行に関すること

(7) その他水防、防災等に関すること

(1) 土地、家屋等の評価及び課税台帳の整備保管に関すること

(2) 町税、国民健康保険税及び県民税の賦課徴収に関すること

(3) 滞納処分に関すること

(4) 地籍に関すること

(5) その他税務に関すること

(1) じん芥及びし尿の処理に関すること

(3) 公害に関すること

(4) 墓地、斎場及び一般廃棄物処理施設の管理運営に関すること

(5) 消費者保護、住民生活の安定向上及び生活運動の推進に関すること

(6) 動物愛護等に関すること

(7) コミュニテイに関すること

　 (1) 民生児童委員に関すること

(2) 福祉サービスに係る相談、申請の受理等に関すること

(3) 児童手当、児童扶養手当及び特別児童扶養手当に関すること

　 (4) 児童及び青少年の健全育成に関すること

　 (5) 災害救助に関すること

　 　 (6) 災害遺児福祉手当に関すること

　 (7) 行旅病人、死亡人に関すること

　 （8) 戦傷病者、戦没者遺族等の援護に関すること

(9) 老人福祉施設の入所申請に関すること

(10) 保育所との連絡調整に関すること

(11) その他福祉に関すること

　 (1) 介護保険事業計画の推進に関すること

　 (2) 介護保険料の賦課徴収（特別徴収を除く。）に関すること

(3) 要介護認定の申請等に関すること

(4) その他介護保険に関すること

　 　

(1) 本庁との連絡調整に関すること

(2) 各種予防接種及び感染症の予防に関すること

(3) 保健指導、栄養指導及び健康相談に関すること

(4) 精神保健及び精神障害者に関すること

(5) 保健センターの運営管理に関すること

(6) その他保健事業に関すること

（保健福祉センター）

総務係

保健事業係

統計情報係

税務係

新伊方町行政機構図（総合支所）

福祉係

介護保険係

保育所

保健センター

町　　長

地域総務課

　

総
合
支
所
長

助　　役

収入役

地域生活課

　

管財係

生活環境係

交通消防係



(1) 管内の請願、苦情及び要望等に関すること

(2) 区長会に関すること

(3) 身のまわり行政事業に関すること

　 (1) 戸籍及び住民基本台帳に関すること

(3) 来庁者の窓口総合案内に関すること

(4) 印鑑登録事務その他諸証明に関すること

　 (5) 埋火葬の許可及び火葬場の手続に関すること

　 (6) その他窓口業務に関すること

 

(1) 国民健康保険事業（直営診療所を除く）に関すること

(2) 老人医療に関すること

(3) その他医療費の助成制度等に関すること

(4) 国民年金に関すること

　 　

(1) 町費に属する収入及び支出に関すること

(2) 町費に属する歳入歳出外現金の出納及び保管に関すること

(3) 物品の出納及び保管に関すること

　

(1) 法定外公共物の管理に関すること

(3) 公園等の維持管理に関すること

(4) 道路、水路等の維持補修及び清掃に関すること

(5) 公共用地の取得及び物件等の補償事務に関すること

(6) 特定歳入に関すること

(7) 建築確認に関すること

(8) その他建設事務に関すること

(1)

(2) 公園等の維持管理に関すること

(3) 道路、水路等の維持補修及び管理等に関すること

(4) 所管する小規模事業に係る調査、設計及び工事の実施に関すること

(5) その他、漁港、港湾及び海岸等の維持管理に関すること

(1) 上水道施設の維持管理に関すること

(2) その他水道事業に関すること

(1) 下水道、合併処理浄化槽等施設の維持管理に関すること

(2) その他下水処理事業に関すること

(1) 地域資源開発に関すること

(2) 地域づくり、まちづくりの推進に関すること

(3) 地域イベントに関すること

(4) 商業及び工業の振興に関すること

(5) 観光及び労働に関すること

(6) 観光施設に関すること

(7) その他地域振興に関すること

　

(1) 農業、林業及び水産業の振興に関すること

(2)

(3) 農業委員会との連絡調整に関すること

(4) 南予農業水利事業に関すること

(5) 土地改良区に関すること

(6) その他農林水産業務に関すること

所管する基盤整備の調査及び設計並びに工事の実施に関すること

農林水産係

行政連絡係

上水道課
駐在係員

会計係

管理係

工務施設係

町　　長 助　　役

地域サービス課

地域振興課

収入役

新伊方町行政機構図（総合支所）

地域振興係

四ッ浜出張所

窓口係

町営住宅、小集落改良住宅、特定公共賃貸住宅及び集会所等の維持管理等
に関すること

年金医療係

　　

　

総
合
支
所
長

下水道課長

会計課長

上水道課長

地域建設課

下水道課
駐在係員



(1) 本庁及び小中学校との連絡調整に関すること

(2) 教育財産の維持管理に関すること

(3) 通学バスの運行管理に関すること

(4) その他学校教育に関すること

　

(1) 生涯学習（教育）の推進に関すること

(2) 社会教育施設の維持管理等に関すること

(3) 人権教育に関すること

(4) 社会教育関係団体の指導育成に関すること

(5) 文化財に関すること

(6) 文化芸術の向上及び団体の育成指導に関すること

(7) 本庁との連絡調整に関すること

(8) 所管する予算、経理、決算に関すること

(９) その他社会教育に関すること

(1) 公民館事業に関すること

(2) 社会体育の振興及びスポーツ障害保険に関すること

(3) 公民館運営審議会委員に関すること

(4) 社会体育施設の維持管理等に関すること

(5) 自治公民館活動に関すること

(6) 他の公民館等との連絡調整に関すること

(7) その他公民館に関すること

　

(1) 所管地域内における公民館事業の実施に関すること

(2) 所管する地域内における社会体育施設の維持管理等に関すること

(3) 瀬戸公民館との連絡調整に関すること

　

(1) 施設の維持管理等に関すること

(2) 図書室の維持管理等に関すること

(1) 公民館事業に関すること

(2) 社会体育の振興及びスポーツ障害保険に関すること

(3) 公民館運営審議会委員に関すること

(4) 社会体育施設の維持管理等に関すること

(5) 自治公民館活動に関すること

(6) 他の公民館等との連絡調整に関すること

(7) その他公民館に関すること

　

(1) 所管地域内における公民館事業の実施に関すること

(2) 所管する地域内における社会体育施設の維持管理等に関すること

(3) 三崎公民館との連絡調整に関すること

　

三崎公民館

串　分　館

瀬戸
町民センター

瀬戸公民館

教育総務係

四ッ浜分館

生涯学習係

　

教育長 地域教育課

　新伊方町行政機構図（総合支所）



報 告第３６号

特別職の報酬等について

特別職の報酬等について別紙のとおり報告する。

平成１７年１月２１日提出

伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会

会長 井 上 善 一



調 整 内 容 特別職の身分の取扱い(特別職の報酬の額)

常勤の特別職

支給基準 支給基準 支給基準 支給基準 員数 任期等

町　長 月額 ７８５,０００ 月額 ７２６,０００ 月額 ６４７,０００ 月額 ７８５,０００ 1 任期４年

助　役 月額 ６２６,０００ 月額 ５８１,０００ 月額 ５６７,０００ 月額 ６２６,０００ 1 任期４年

収入役 月額 ５８０,０００ 月額 （５４５,０００） 月額 （５７２,０００） 月額 ５８０,０００ 1 任期４年

教育長 月額 ５５３,０００ 月額 ５３２,０００ 月額 ５２５,０００ 月額 ５５３,０００ 1 任期４年

町長職務執行者 ７８５,０００ 1 町長が選挙で選任されるまで

議会の議員

支給基準 支給基準 支給基準 支給基準 員数 任期等

議　長 月額 ２７２,０００ 月額 ２５２,０００ 月額 ２５２,０００ 月額 ２７２,０００ 1 任期４年

副議長 月額 ２２５,０００ 月額 ２０３,０００ 月額 ２０３,０００ 月額 ２２５,０００ 1 任期４年

議　員 月額 ２０８,０００ 月額 １８６,０００ 月額 １８６,０００ 月額 ２０８,０００ 20 任期４年

行政委員会の委員

支給基準 支給基準 支給基準 支給基準 員数 任期等

教育委員会

委員長 月額
２４,０００

（年額288,000）
年額

２００,０００
（月額16,700)

年額 年額 ２８８,０００ 1 任期４年

委　員 月額
２１,０００

（年額252,000）
年額

１６５,０００
（月額13,750)

年額 年額 ２５２,０００ 3 任期４年

選挙管理委員会

委員長 日額 １０,０００ 年額 ３８,０００ 年額 ３９,０００ 年額 ４０,０００ 1 任期４年

委　員 日額 ８,２００ 年額 ３６,０００ 年額 ３７,０００ 年額 ３６,０００ 3 任期４年

補充員 日額 ８,２００ －－－ －－－ 日額 ８,２００

監査委員

識見者委員 年額 ２７２,０００ 年額 １８０,０００ 年額 １８０,０００ 年額 ２７２,０００ 1 任期４年

議会選出委員 年額 ２２５,０００ 年額 １４５,０００ 年額 １４５,０００ 年額 ２２５,０００ 1 議員の任期

固定資産評価審査委員会

委　員 日額 ７,０００ 日額 ６,０００ 日額 ８,０００ 日額 ７,０００ 3 任期３年

農業委員会

会　長 年額 ９５,０００ 年額 ９３,０００ 年額 ９３,０００ 年額 ９５,０００ 1 ・選任による委員

職務代理者 年額 －－－ －－－ 年額 ８２,０００ 年額 ９０,０００ 1 　　一般選挙及び団体等の任期の期間

委　員 年額 ８５,０００ 年額 ８２,０００ 年額 ８２,０００ 年額 ８５,０００ 18 ・選挙による委員３年

具　体　項　目
伊　方　町 瀬　戸　町 三　崎　町

金　　　額　　(円) 金　　　額　　(円) 金　　　額　　(円)

具　体　項　目
伊　方　町 瀬　戸　町 三　崎　町

金　　　額　　(円) 金　　　額　　(円) 金　　　額　　(円)

金　　　額　　(円)

調　整　額 備　　　　　　考

金　　　額　　(円)

金　　　額　　(円)

瀬　戸　町伊　方　町

金　　　額　　(円)

伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会　協定事項の調整内容

具　体　項　目
三　崎　町

金　　　額　　(円)

備　　　　　　考

１６５,０００
（月額13,750)

調　整　額

調　整　額 備　　　　　　考

金　　　額　　(円)

２００,０００
（月額16,700)



審議会等の附属機関の委員等

支給基準 支給基準 支給基準 支給基準 員数 任期等

特別職報酬審議会委員 ０ 日額 ６,０００ 日額 ８,０００ 日額 ６,０００ 5 その都度委嘱

社会教育委員 年額 ２０,０００ 年額 ２０,０００ －－－ 年額 ２０,０００ 10以内 ２年

公民館運営審議会委員 年額 ２０,０００ 年額 ２０,０００ 年額 ２６,０００ 年額 ２０,０００ ２年

文化財保護審議会委員 年額 ２０,０００ 年額 ２０,０００ 年額 １９,０００ 年額 ２０,０００ 10以内 ２年

学校給食ｾﾝﾀｰ運営委員会委員 年額 １０,０００ 年額 １６,０００ －－－ 年額 １０,０００ 35以内 １年

行政改革推進委員会委員 日額 ５,５００ 日額 ６,０００ －－－ 日額 ６,０００ 10以内 ４年

国民健康保険運営協議会委員会長 年額 １５,０００ 日額 ５,８００ 年額 １８,０００ 年額 １５,０００ 1 ２年
　　　　　　　　　　　　　委員 年額 １３,０００ 日額 ５,８００ 年額 １７,０００ 年額 １３,０００ 8 ２年

環境監視委員会　　　　 委員 年額 ２０,０００ －－－ －－－ 年額 ２０,０００ 24以内 ２年

　　　　　　　　　　　 幹事 年額 ２０,０００ －－－ －－－ 年額 ２０,０００ 若干人 ２年

環境審議会委員 年額 ５,０００ －－－ －－－ 年額 ５,０００ 10以内 ２年

交通指導員 年額 ４６,８００ 年額 ３０,０００ 年額 ４２,０００ 年額 ４２,０００ 15 ２年

体育指導委員 年額 ３５,０００ 年額 ３０,０００ 年額 ５３,０００ 年額 ３５,０００ 10以内 ２年

スポーツ推進員 年額 ２５,０００ －－－ －－－ 年額 ２５,０００

予防接種健康被害調査委員会委員 年額 ６,０００ －－－ 回 ５,０００ 年額 ６,０００

保健推進委員 年額 ７,０００ 年額 ５,０００ －－－ 年額 １０,０００

健康づくり推進協議会委員 年額 ６,０００ －－－ －－－ 年額 ６,０００ 30以内 ２年  　

農用地利用調整推進員 年額 １５,０００ －－－ －－－ 年額 １５,０００ 30 ３年

自治公民館主事 年額 ３０,０００ 年額 ４０,０００ －－－ 年額 ３５,０００ 52 ２年

介護認定審査会委員 日額 １０,０００ 日額 １０,０００ 27 ２年

上記のほかその他の委員等 予算の範囲内で勤務１日につき５,５００円を超えない額  ただし、町長が日額により難いと認めるときは、月額又は年額で定める額

附属機関の委員等 日額 ５,５００ 日額 ５,５００ －－－ 日額 ５,５００

　中小企業融資審査委員会委員 日額 ２,０００ 日額 ５,５００ －－－ 日額 ５,５００ 12以内 ２年

　農業振興推進委員会　　 委員 日額 ３,０００ －－－ －－－ 日額 ３,０００ 15以内 ２年

　　　　　　　　　　　　 幹事 日額 ３,０００ －－－ －－－ 日額 ３,０００ 若干人 ２年

　隣保館運営審議会委員 日額 ５,５００ －－－ －－－ 日額 ５,５００ 10以内 ２年

　水産業振興推進委員会　 委員 日額 ３,０００ －－－ －－－ 日額 ３,０００ 15以内 ２年

　　　　　　　　　　　　 幹事 日額 ３,０００ －－－ －－－ 日額 ３,０００ 若干人

　情報公開審査会委員 －－－ 日額 ５,５００ 日額 ８,０００ 日額 ５,５００ 4以内 ２年

　在宅介護相談員 日額 ３,０００ －－－ －－－ 日額 ３,０００ 定めない

　見守り推進員 月額 １,０００ 月額 １,０００

　農地移動適正化斡旋委員 １件当 ５,０００ －－－ －－－ １件 ５,０００

具　体　項　目
備　　　　　　考三　崎　町

金　　　額　　(円) 金　　　額　　(円) 金　　　額　　(円)

伊　方　町 瀬　戸　町

金　　　額　　(円)

１０以内／
公民館（4）
ごと

調　整　額



その他の特別職等（非常勤）

支給基準 支給基準 支給基準 支給基準

地方公務員法第３条第３項第
３号に規定する職にある者

臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ずる者の職

非常勤の職 月額 ３２０,０００以内

　　中央公民館長 月額 １５０,０００ －－－ －－－

　　町見公民館長 月額 １５０,０００ －－－ －－－

　　文化財調査委員 月額 １２７,２００ －－－ －－－
（現在該当なし）

　　社会教育指導員 月額 １４４,５００ －－－ －－－

　　隣保館長 月額 １２０,０００ －－－ －－－ 月額 １２０,０００ 1

　　観光物産センター所長 月額 １５０,０００ －－－ －－－
（現在該当なし）

　　伊方町教育活動指導員 月額 ２５０,０００ －－－ －－－ 月額 ２５０,０００ ８以内

　　英語指導助手 月額 ３００,０００ 月額 ３００,０００ 月額 ３００,０００ 月額 ３００,０００ 3

　　国際交流員 月額 ３００,０００ －－－ －－－ 月額 ３００,０００ 1 所得税別加算12,000程度

　　学校医 年額 学校当           　　 ４３,０００ 年額 学校当           　　 ４１,０００ 年額 学校当      　     　　３２,０００

児童・生徒当　　　　　２５０ 児童・生徒当　　　　　３００

　　学校歯科医 年額 学校当           　　 ３６,０００ 年額 学校当           　　 ３６,０００ 年額 学校当        　   　　３２,０００

児童・生徒当　　　　　２５０ 児童・生徒当　　　　　３００

　　学校薬剤師 年額 学校当           　　 １５,０００ 年額 学校当           　　 　７,５００ 年額 学校当       　    　　　８,０００

　　保育所嘱託医 年額 保育所当       　　 ３７,５００ 年額 保育所当       　　 ２６,０００ 年額 保育所当        　　 ２２,０００ 年額 ３７,５００

　　保育所嘱託歯科医 年額 保育所当       　　 ２５,０００ 年額 保育所当       　　 ２６,０００ 年額 保育所当        　　 ２２,０００ 年額 ２６,０００

　　区長会長 年額 ５０,０００ －－－ －－－

臨時の職 日額 ３０,０００以内

　　予防接種医師手当 回 ２１,０００ 回 ２１,０００ 回 ２１,０００ 日額 ２１,０００

　　乳児検診医師手当 回 １５,０００ 回 １５,０００ 回 １５,０００ 日額 １５,０００

　　健康診査等医師手当 回 １５,０００ 回 １５,０００ 回 １５,０００ 日額 １５,０００
日曜健診(1.5倍) ２２,５００/時間

　　母子健診介助手当 回 ２,０００ －－－ －－－ 日額 ２,０００ 活動手当

　　保健健診介助手当 回 ２,０００ －－－ －－－ 日額 ２,０００ 活動手当

調　整　額
具　体　項　目

伊　方　町 瀬　戸　町 三　崎　町

金　　　額　　(円) 金　　　額　　(円) 金　　　額　　(円) 金　　　額　　(円)
備　　　　　　考



投票管理者等の報酬

支給基準 支給基準 支給基準 支給基準

選挙長・投票管理者及び開票管
理者並びに選挙立会人、投票立
会人、及び開票立会人

　　投票所の投票管理者 日額 １２,７００ 日額 １２,７００ 回 １２,７００ 日額 １２,７００

　　開票管理者 日額 １０,７００ 日額 １０,７００ 回 １０,７００ 日額 １０,７００

　　選挙長 日額 １０,７００ 日額 １０,７００ 回 １０,７００ 日額 １０,７００

　　投票所の投票立会人 日額 １０,８００ 日額 １０,８００ 回 １０,８００ 日額 １０,８００

　　開票立会人 日額 ８,９００ 日額 ８,９００ 回 ８,９００ 日額 ８,９００

　　選挙立会人 日額 ８,９００ 日額 ８,９００ 回 ８,９００ 日額 ８,９００

　　期日前投票所の投票管理者 日額 １１,２００

　　期日前投票所の投票率会人 日額 ９,６００

※選挙が１２月29日から翌月１月３日
までの間のいずれか１日に行われる
ときは、規定する金額にそれぞれ100
分の150を乗じて得た金額とする。

調　整　額

金　　　額　　(円)
備　　　　　　考具　体　項　目

伊　方　町 瀬　戸　町 三　崎　町

金　　　額　　(円) 金　　　額　　(円) 金　　　額　　(円)



報 告第３７号

消防団の取扱いについて

消防団の取扱いについて別紙のとおり報告する。

平成１７年１月２１日提出

伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会

会長 井 上 善 一



合併協定書に関する協議書

伊方町長、瀬戸町長及び三崎町長は、平成１６年９月９日に合併協定書を締結した事

項のなかで、３町の長が別に協議して定める事項について、下記のとおり定める。

記

協議事項

協 議 事 項 協 議 内 容

消防団の取扱い

①団員の任免、報酬及び手当、分限及び懲戒、 別紙のとおり

服務その他の身分の取扱い

②消防団の組織、階級、定員、訓練、礼式等

平成１６年１２月２０日

伊方町長 中 元 清 吉

瀬戸町長 井 上 善 一

三崎町長 宮 本 征 士



消 防 団 関 係
３ の １

項 目 協 議 内 容 ３ 町 の 団 長 ・ 総 務 課 長 ・ 消 防 主 任 会 議 の 決 定 事 項

方 面 隊 の 名 称 伊方方面隊・瀬戸方面隊・三崎方面隊

副 方 面 隊 の 名 称 伊方第一中隊、伊方第二中隊・瀬戸第一中隊、瀬戸第二中隊・三崎第一中隊、三崎第二中隊

消防団組織体制
本 部 分 団 長 の 名 称 本部分団長で統一

各 分 団 の 呼 称 伊方、瀬戸、三崎の順に第１分団から第１３分団とする
※部については分団ごとに１部、２部・・・とする

団 長 １名
方面隊長（筆頭副団長） ３名 （各方面隊１名）
中 隊 長（副 団 長） ６名 （各方面隊２名）
副 団 長 ５名 （伊方３・瀬戸１・三崎１）

団 員 定 数 各役職の人員（定数） 本部分団長 ７名 （伊方４・瀬戸２・三崎１）
分 団 長 １３名 （各分団１名）
副分団長 １３名 （各分団１名）
部 長 ４６名 （伊方１９・瀬戸１０・三崎１７）
班 長 １７１名 （伊方５７・瀬戸４８・三崎６６）

※班長については、ポンプ１台配備につき３名
例 ポンプ車１台と小型１台配備の分団は、３名＋３名で６名となる

団 員 ４９９名

◎合 計 ７６４名 （合併時は、現行の定数のままとする）

団 長 ９９，０００円
副 団 長 ７４，０００円 （方面隊長・中隊長）

役員（団員）報酬等 年間報酬・出動手当等 分 団 長 ４６，０００円 （本部分団長・分団長）
副分団長 ３３，０００円
部 長 ３０，０００円
班 長 ２２，０００円
団 員 １９，０００円

訓練手当及び出動手当 一回当たり １，３００円



消 防 団 関 係
３ の ２

項 目 協 議 内 容 ３ 町 の 団 長 ・ 総 務 課 長 ・ 消 防 主 任 会 議 の 決 定 事 項
団 旗 合併時は、伊方町の既存を使用
分団旗 合併時は、伊方町の既存を使用
ヘルメット 合併時は、シールのみ張り替える

備 品 団旗・法被等の支給品 法 被 合併時は、本部役員のみ新たに支給し、団員は合併後に支給する
盛夏服 既存を使用
黒 服 既存を使用

三崎町の定年制を廃止する。
団長は、消防団の推薦に基づき町長が任命し、団長以外の団員は次の各号の資格を有する者の
うちから町長の承認を得て団長が任命する。
①本町に居住する者

任 免 団 員 の 任 免 ②年齢１８歳以上の者
③志操堅固で、かつ、身体強健な者

①町全体事業

出初式、操法大会、幹部研修（分団長研修 、分団長会議、本部役員会、幹部新入団員研修会等）

※出初式は、基本的に全員参加とする 会場は、初年度は伊方町とし持ち回りとする
※操法大会については、１７年度と１８年度は開催する 会場は、３町団長で協議する

年 間 事 業 実 施 主 体

②方面隊事業

分団巡視、救急救命講習、模擬火災演習等

固 定 系（屋外子局）
合併後は、現行のまま運用し、１７年度中に整備する 当面は、旧町単位での放送となる

広 報 設 備 防 災 行 政 無 線

移 動 系 （車載型・携帯型）
現行のまま運用し、更新時に整備する



消 防 団 関 係
３ の ３

項 目 協 議 内 容 ３ 町 の 団 長 ・ 総 務 課 長 ・ 消 防 主 任 会 議 の 決 定 事 項

任命権者が、団員に対して降任又は免職することができる事項

（１）勤務成績が良くない場合
（２）心身の故障のため職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合
（３）前２号に規定する場合のほか団員に必要な適格性を欠く場合
（４）定員の改廃又は予算の減少により過員を生じた場合

分 限 団 員 の 分 限
団員が失職する事項
（１）成年被後見人又は被保佐人となった場合
（２）禁固以上の刑に処せられその執行を終わるまでの者又はその執行を受けることがなくな

るまでの者
（３）６月以上の長期にわたり居住地を離れて生活することを常とする者
（４）本町に居住しなくなった者

任命権者が、懲戒処分として戒告、停職又は免職の処分をすることができる事項

懲 戒 団 員 の 懲 戒 （１）消防に関する法令、条例又は規則に違反した場合
（２）職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合
（３）団員としてふさわしくない非行があった場合
※停職は、１月以内の期限を定めて行う。

団員の服務規律は次のとおりとする

（１）団長の招集によって出動し職務に従事すること。招集を受けない場合にあっても水、火
災、その他の災害を知ったときは直ちに出動し職務に従事しなければならない

（２）他の行政機関の命令に服してはならない
（３）１０日以上居住地を離れる場合は、団長は町長へ、その他の団員は、団長若しくは団長

服 務 規 律 団 員 の 服 務 規 律 の指定する者に届けでなければならない
特別の事情がない限り、団員の半数以上の者が同時に居住地を離れることは出来ない

（４）職務上知得した秘密を他に漏らしてはならない
（５）消防団の正常な運営を阻害し若しくは著しく活動能率を低下する等の集団的行動を行っ

てはならない



合併後新町消防団組織図（案）

瀬戸方面隊

1

1 1

2

2 2

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

（現行）

田・加・古 大成 鳥津向 畑・須賀 久保・西 二見中浦 川永田 豊之浦 奥湊浦 伊方越 亀浦 小中浦大浜 中之浜 仁田之浜 河内

伊方方面隊

（副団長）

伊方方面隊長 （筆頭副団長）

本部分団長 本部分団長

伊方第１中隊長 （副団長） 伊方第２中隊長

第１分団長 第２分団長 第３分団長 第４分団長 第５分団長

副分団長副分団長 副分団長 副分団長 副分団長

第1部長 第2部長 第3部長 第1部長 第2部長 第3部長 第4部長 第1部長 第2部長 第3部長 第4部長 第1部長 第2部長 第3部長 第4部長 第1部長 第2部長 第3部長 第4部長

班長 班長 班長 班長 班長 班長 班長 班長 班長 班長 班長 班長 班長 班長 班長 班長 班長

(58)

班長 班長

(44) (55) (60) (60)

団員 団員 団員 団員 団員 団員 団員 団員 団員 団員 団員 団員 団員 団員 団員 団員 団員 団員 団員

18 18131313 13131212 12161813
第８ 第９ 第12
18 1316

第13 第14 第15 第16 第17 第18 第19
121222

副団長

（中隊長を補佐）

第１ 第２ 第３ 第４ 第５ 第10 第11 第６ 第７



合併後新町消防団組織図（案）

伊方方面隊 三崎方面隊

1

1 1

1

2 2

1 1 1 1

1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

6 3 3 6 3 6 6 6 6 3

（現行）

団　　　　長1

瀬戸方面隊

瀬戸方面隊長 （筆頭副団長）

瀬戸第２中隊長 （副団長）瀬戸第１中隊長 （副団長）

本部分団長 本部分団長

第７分団長第６分団長

副分団長

第８分団長 第９分団長

副分団長 副分団長副分団長

第1部長 第2部長 第2部長 第1部長第3部長 第1部長 第2部長 第3部長第2部長 第1部長

班長 班長班長 班長班長 班長 班長 班長

(57)

班長 班長

団員 団員団員 団員 団員 団員 団員 団員 団員 団員

(62)(46)(32)

田部
17

神崎
12

足成
12 20

小島
12

大江　志津

副団長

（中隊長を補佐）

三机
33

佐市
12

塩成
23

川之浜
23

大久
33



合併後新町消防団組織図（案）

瀬戸方面隊

1

1 1

1

1 0

1 1 1 1

1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

3 3 6 3 3 6 6 6 6 3 3 3 3 3 3 3 3

（現行）

三崎方面隊

三崎方面隊長 （筆頭副団長）

三崎第２中隊長 （副団長）三崎第１中隊長 （副団長）

本部分団長 本部分団長

第１0分団長 第11分団長 第13分団長第12分団長

副分団長 副分団長 副分団長 副分団長

第1部長 第2部長 第3部長 第4部長 第5部長 第6部長 第1部長 第2部長 第1部長 第2部長 第3部長第3部長 第1部長 第2部長 第3部長 第4部長

班長 班長 班長 班長 班長 班長 班長 班長 班長 班長班長 班長 班長 班長

団員 団員団員 団員 団員団員 団員 団員 団員団員 団員

(57)(48)(66)(97)

12 27
名取 松

12 12 57
与侈 井野浦 大佐田 佐田

12 12
高浦 三崎 三崎 三崎

副団長

（中隊長を補佐）

団員 団員

班長 班長 班長

第4部長

正野 串

団員 団員

平礒 釜木 明神 二名津

団員 団員

三崎
12 12 22 22 22 22 12



平成１６年４月１日現在 支給基準：年額支給

備　　　考

員数 員数 員数 員数 任期等

団長 1 ９９,０００ 1 ９５,０００ 1 ９５,０００ 1 ９９,０００

副団長 4 ７４,０００ 3 ７０,０００ 4 ７０,０００ 14 ７４,０００ 方面隊長、中隊長、副団長

本部部長 －－－ 3 ４３,０００ －－－ －－－

分団長 23 ４６,０００ 10 ４３,０００ 14 ４６,０００ 20 ４６,０００ 本部分団長、分団長

副分団長 20 ３３,０００ 16 ２９,０００ 14 ３１,０００ 13 ３３,０００

部長 22 ２４,０００ 46 ３０,０００

班長 63 ２２,０００ 32 ２２,０００ 44 ２１,０００ 171 ２２,０００

運転手 39 ３２,０００ －－－ －－－ －－－

消防車班員 21 ２２,０００ －－－ －－－ －－－

団員 115 １９,０００ 140 １７,０００ 174 １８,０００ 499 １９,０００

計 286 205 273 764

水・火災出動手当 回 １,３００ 回 １,２００ 回 １,０００ 回 １,３００

警戒訓練手当 回 １,３００ 回 １,２００ 回 １,０００ 回 １,３００

消
防
団
員

出
動
手
当

伊　方　町 瀬　戸　町

伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会　協定事項の調整内容

消防団員等報酬　　　

項　　　目
金　　　額　　(円) 金　　　額　　(円) 金　　　額　　(円) 金　　　額　　(円)

三　崎　町 調　整　額



報 告第３８号

農業委員会委員の定数について

農業委員会委員の定数について別紙のとおり報告する。

平成１７年１月２１日提出

伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会

会長 井 上 善 一



農業委員会委員の定数について

農業委員会委員の定数については、農業委員会等に関する法律が平成１６年５月２６日

に改正、平成１６年１１月１日付けで施行され、選任による委員に土地改良区推薦委員が

追加されたので、議会推薦委員との間で調整し、次のとおり修正する。

（修正後）

選任による委員

選挙による委員 議 会 農 協 共 済 土地改良 合 計

区

旧伊方町の区域 ５人

旧瀬戸町の区域 ４人

旧三崎町の区域 ５人

３人 １人 １人 １人

合 計 １４人 ３人 １人 １人 １人 ２０人

（修正前）

選任による委員

選挙による委員 議 会 農 協 共 済 合 計

旧伊方町の区域 ５人 ２人 ７人

旧瀬戸町の区域 ４人 １人 ５人

旧三崎町の区域 ５人 １人 ６人

１人 １人 ２人

合 計 １４人 ４人 １人 １人 ２０人



報 告第３９号

各種事務事業（奨学資金貸与事業）の取扱いについて

各種事務事業（奨学資金貸与事業）の取扱いについて別紙のとおり報告する。

平成１７年１月２１日提出

伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会

会長 井 上 善 一



）

　

1 　奨学資金貸与事業は、合併時に伊方町の制度を基本に再編する。

2 　事業実施の財源として、奨学資金貸付基金をあて、新町においてふるさと創生基金及び一般会計から新たに積み立てを行い、事業に必要な額を確保するものとする。

3 　旧町で貸付けた債権は、すべて新町に引き継ぐ。また、旧町で貸付けた債権の貸付条件については、その契約内容を引き継ぐものとする。

　

奨学資金貸与事業 事業の目的 事業の目的 事業の目的 　

・経済的理由により修学困難な学生又は ・経済的理由により修学困難な学生又は ・経済的理由により修学困難な学生又は

生徒に対し、資金を貸与することにより 生徒に対し、資金を貸与することにより 生徒に対し、資金を貸与することにより

有能な人材の育成を図る。 有能な人材の育成を図る。 有能な人材の育成を図る。

貸付金の額（無利子） 貸付金の額（無利子） 貸付金の額（無利子） ※貸付金の額（無利子）

・高等学校　　　　　２０,０００円／月 ・高等学校　　　　１６,０００円／月 ・高等学校　　　　　　５００円／月 ・高等学校　　　　２０，０００円／月

・各種学校、高専等　３５,０００円／月 ・高等専門学校　　１６,０００円／月 ・大学　　　　　　　２,０００円／月 ・高専・農業大学　３５，０００円／月

・大学・短大　　　　４５,０００円／月　 ・大学　　　　　　３５,０００円／月　　 　 ・大学・短大　　　４５，０００円／月

財源 財源 財源

・伊方町奨学資金貸付基金 ・瀬戸町ふるさと創生基金の一部運用 ・一般財源  　

 平成１５年度貸付額 平成１５年度貸付額 平成１５年度貸付額 　

・ ・ ・

 貸付実績 貸付実績 貸付実績  

  ・平成１５年度末現在  ・平成１５年度末現在  ・平成１５年度末現在  

  対象者 名  対象者 名  対象者 名  

  貸付金 千円  貸付金 千円  貸付金 千円  

  ※貸付金は決算年度末の貸付残高  ※貸付金は決算年度末の貸付残高  ※貸付金は決算年度末の貸付残高  

     

     

     

    

0

0234,275

419 293

協定の内容

事務事業・制度名

協定項目（番号）

47,265

千円

事務事業名の名称等

22 人

現　況　や　課　題　等

千円

伊　　方　　町 瀬　　戸　　町 三　　崎　　町

7,188 0 人29 人 31,725 千円

担当専門部会名等

（項目 ＮＯ.２２－ ⑥

文教部会奨学資金貸与事業

　各種事務事業の取扱いについて  関 係 項 目

平成 １７ 年  １ 月 ２１  日伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会　協定事項の調整内容 幹事会決定 平成 １６ 年 １１ 月 １９ 日 合併協議会報告

0

合併時における調整の内容



）

貸与の期間
平成１７年４月から進学学校の正規の修業期間

　

学力基準

貸付世帯の所得要件 　本人の属する世帯の１年間の総所得金額

（別表第１）から特別控除額（別表第２）の

該当金額を控除した額が、収入基準（別表

第３）以下の世帯を対象とする。

合併時における調整の内容
伊　　方　　町 瀬　　戸　　町 三　　崎　　町

現　況　や　課　題　等
事務事業名の名称等

　学校教育法に規定する高等学校（盲学校、
ろう学校及び養護学校の高等部を含む。）高
等専門学校、大学及び各種学校（教育委員会
が別に指定するものに限る。）に在学するも
の。

　高等学校、大学又は専門学校に在学するも
の。

貸付の対象となる学校
の種別

関 係 項 目

事務事業・制度名 担当専門部会名等

（項目 ＮＯ.２２－ ⑥

文教部会奨学資金貸与事業

協定項目（番号）

平成 １７ 年  １ 月 ２１  日伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会　協定事項の調整内容 幹事会決定 平成 １６ 年 １１ 月 １９ 日 合併協議会報告

　各種事務事業の取扱いについて  

※愛媛県立農業大学校は貸付対象としてい
る。※職業訓練校的専門学校は、貸付対象外

国公私立大学又は高等学校に在学するもの 　学校教育法に規定する高等学校（盲学校、
ろう学校及び養護学校の高等部を含む。）高
等専門学校、大学及び各種学校（教育委員会
が別に指定するものに限る。）に在学するも
の。

※愛媛県立農業大学校は貸付対象とする。
※職業訓練校的専門学校は、貸付対象外。

※職業訓練校的専門学校は、貸付対象外

高校・高等専門学校　　　　２．５以上

大学・短大・農業大学　　　３．０以上

　本人の属する世帯の１年間の総所得金額

（別表第１）から特別控除額（別表第２）の

該当金額を控除した額が、収入基準（別表

第３）以下の世帯を対象とする。

進学学校の正規の終業期間 進学学校の正規の終業期間

高校・専門学校　　　　　　　３．０以上

大学・短大・農業大学　　　　３．０以上

高校・専門学校　　　　　　２．０以上

大学・短大　　　　　　　　２．５以上

本人の属する世帯の１年間の総所得金額

（別表第１）から特別控除額（別表第２）の

該当金額を控除した額が、収入基準（別表

第３）以下の世帯を対象とする。

※収入のある者が複数の場合は、それぞれを

所得計算し、所得金額を合計する。

※収入のある者が複数の場合は、収入を合計

した後に所得計算をする。

有る場合は、貸付対象としない。

※町税等、町に納付すべき徴収金に滞納が

※収入のある者が複数の場合は、それぞれを

所得計算し、所得金額を合計する。



）

奨学金の返還猶予

奨学金の返還免除

奨学金の返還

※　上記以外の猶予制度は、廃止する。

（２）重度の障害者、その他やむを得ない事由
によって返還が不能と認められるとき。

（１）高等学校、大学又はこれと同程度の学校
に引続き在学するとき。

（２）災害、障害、その他やむを得ない理由に
より返還が困難であると認めるとき。

（３）納入通知書により毎年１２月末までに
納入する。

（３）納入通知書により、年賦にあっては毎
年１２月末、半年賦にあっては６月末及び１
２月末までに納入する。

（１）奨学金の返還は月賦

（２）貸与を受けた期間が２年未満の者は５
回、２年以上３年未満の者は１０回、３年以
上の者は１５回で返還する。

（２）貸与を受けた期間の２倍相当期間で返
還するが、２倍の期間が１０年を超えるもの
については１０年間で返還する。

（２）大学卒業生は１０年間で返還

（３）高校卒業生は５年間で返還

（３）愛媛県公立学校職員（中学校教員、小
学校教員）として採用され、県内の学校等に
８年以上勤務したとき。

（３）引き続いて１０年以上町内に定住し、
就業したとき。

（１）奨学金の返還は年賦 （１）奨学金の返還は年賦又は半年賦

（１）死亡したとき （１）死亡したとき

（２）重度の障害者、その他やむを得ない事
由によって返還が不能と認められるとき。

（２）重度の障害、その他やむを得ない事由
によって返還が不能と認められるとき。

（３）愛媛県公立学校職員（中学校教員、小
学校教員）として採用され、県内の学校等に
勤務しているとき。

（３）町内に定住し、就業しているとき。

（１）死亡したとき （１）死亡したとき

（２）災害、障害、その他やむを得ない理由
により返還が困難であると認めるとき。

（２）災害、障害、その他やむを得ない理由
により返還が困難であると認めるとき。

文教部会奨学資金貸与事業

合併時における調整の内容

（１）高等学校、大学又はこれと同程度の学
校に在学するとき。

（１）高等学校、大学又はこれと同程度の学
校に在学するとき。

（１）上級学校に進学したとき又は特別の事
由により一時償還ができなくなっったとき。

現　況　や　課　題　等

協定項目（番号）

平成 １７ 年  １ 月 ２１  日伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会　協定事項の調整内容 幹事会決定 平成 １６ 年 １１ 月 １９ 日 合併協議会報告

　各種事務事業の取扱いについて  

納入する。

事務事業名の名称等

関 係 項 目

事務事業・制度名 担当専門部会名等

（項目 ＮＯ.２２－ ⑥

伊　　方　　町 瀬　　戸　　町 三　　崎　　町

※　上記以外の免除制度は、廃止する。

（１）奨学金の返還は、年賦とする。

（３）納入通知書により、毎年１２月末までに

（２）奨学金の返還は、最長１５年間で返還する。



（新）伊方町奨学生採用基準要領

選考委員会は、奨学生願書の提出があった者から奨学生採用候補者を選考する場合は、

この基準によるものとする。

１．選考の種別と定義

（１）候補者・・・この基準に該当する者で、かつ資金の範囲内の者

（２）補充候補者・・・この基準に該当する者で、資金の範囲外になる者

（３）非該当者・・・この基準に該当しない者

（注）当該年度の出願者が、募集人員を越える場合（資金超過）は、基準

に該当する者について順位を付し、候補者と補充候補者を選考する。

ただし、出願者で基準に該当するものの奨学資金の総額が当該年度

の奨学金を越えないときは、区別することなく、基準に該当する者で

全てを候補者とする。

２．採用基準

①人物について・・・・・学習活動、その他生活の全般を通じて態度・行動が学

生・生徒にふさわしく将来良識ある社会人として活動で

きる見込みがあること。

②健康について・・・・・学生又は生徒として修学期間中、十分たえ得るものと

認められること。

③学力について

ア）高等学校又は高等専門学校奨学生を希望する者

勉学に意欲があり、進学先の学業を確実に修了できる見込みがあること。

また、中学校第１学年及び第３学年の１学期までの学習成績の評定平均値

が２．５（小数点以下第２位で四捨五入）以上であること。

イ）大学（短期大学等を含む ）を希望する者。

勉学に意欲があり、進学先の学業を確実に修了できる見込みがあること。

また、高校第１学年から第３学年の１学期までの全履修科目の評定平均値

が３．０（小数点以下第２位で四捨五入）以上であること。

④学資の支弁が困難な程度について

本人の属する世帯の１年間の総所得金額（別表第１）から、特別控除額

（別表第２）の該当金額を控除した値が、収入基準額（別表第３）以下の

世帯を対象とする。

３．採用候補者及び補充候補者の順位の付し方

採用基準①～④を総合審査の上決定する。

※ 採用基準に必要な詳細事項については、日本育英会で定めた基準を参考に

するものとする。



別表第１

所得の種類別による所得金額の算定

（１）総所得額の算定

（ア）給与所得のみの世帯

( ) 収入金額が３２９万円以下のものは所得金額０円とする。1

( ) 収入金額が３３０万円を超え４００万円以下の場合2
収入金額×０．８－２６２．６万円 ＝ 所得年額

( ) 収入金額が４００万円を超え８７８万円以下の場合3
収入金額×０．７－２２２．６万円 ＝ 所得年額

( ) 収入金額が８７８万円を超える場合4
収入金額－４８６万円 ＝ 所得年額

注１：収入金額は、１万円未満を切り捨てて適用する。

、 。注２：給与所得者が２人以上いる場合は 各人別に計算する

（イ）給与所得以外の世帯について

給与所得以外の所得を合計したものを総所得額とする。

（ウ）給与所得と給与所得以外の世帯について

上記（ア）と（イ）の所得額を合算したものを総所得額とする。

基準限度額算定方法

上記１により算定した総所得額の内、応募者の両親（両親以外の者がその世帯

の主たる家計支持者である場合は両親とその者）の所得年額の合計から別表第２

「特別控除額表」の該当金額を控除した額（認定額）別表第３「収入基準額表」

に定める収入基準以下の世帯を対象とする。



別表第２

特 別 控 除 額 表

区分 特 別 の 事 情 特 別 控 除 額

（１）母子・父子世帯である

Ａ こと ４９万円

（２）就学者のいる世帯であ 小 学 校 ８万円

ること 中 学 校 １６万円

自宅通学 宅外通学世 ┌児童・生徒・学生１人┐ 自

万円 万円└につき ┘ 高 等 学 校 国･公立 28 47
41 60帯 私 立

36 55高等専門学校 国･公立

60 80を 私 立

59 102大 学 国･公立

101 144対 私 立

17 27国･公立

37 46象 専修学校 高等課程 私 立

22 62国･公立

72 112と 専門課程 私 立

（３）障害者のいる世帯であ

す ること 障害者１人につき ８６万円

（４）長期療養者のいる世帯 療養のため経常的に特別な支出をしている年間

る であること 金額

（５）主たる家計支持者が別 別居のため特別に支出している年間金額

控 居している世帯であるこ ただし、７１万円を限度とする

と

除 （６）火災、風水害又は盗難 日常生活を営むために必要な資材又は生活費を

等の被害を受けた世帯で 得るための基本的な生産手段（畑・店舗等）に

あること 被害があって、将来長期にわたって、支出増又

は収入減になると認められる年間金額

Ｂ 出願者本人が高等学校・高等

本と 専門学校に進学する予約出願 ２８万円

人す 者である場合

をる 出願者本人が大学に進学する

対控 予約出願者である場合 ５９万円

象除

備考 １ Ａ欄の「 ２)就学者のいる世帯であること」による控除には出願者本（

人分は含めない。

２ Ａ欄の控除については、該当する特別の事情が２以上在る場合は、こ

れらの特別控除額を合わせて控除することができる。



別表第３

収 入 基 準 額 表

高 等 学 校

区 分 奨学生 大 学 奨 学 生

高等専門学校

１ 人 １４３万円 １７８万円

世

２ 人 ２２９ ２８２

帯

３ 人 ２６４ ３２８

人

４ 人 ２８６ ３５５

員

５ 人 ３０７ ３８２

６ 人 ３２５ ４０２

７ 人 ３４１ ４２２

（備考） 世帯人員が７人を超える場合は、１人増すごとに高校等奨学生の

場合は１６万円、大学奨学生の場合は２０万円をそれぞれ世帯人員

７人の収入基準額に加算する。



報 告第４０号

社会教育関係事業について

社会教育関係事業について別紙のとおり報告する。

平成１７年１月２１日提出

伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会

会長 井 上 善 一



合併後の各種行事について

１／２

行 事 の 名 称 伊 方 町 瀬 戸 町 三 崎 町 合 併 後

実施時期 １月第１土曜日 ８月１４日 １月３日

成人式 ２０歳を迎える町民・町出 ２０歳を迎える町民・町出 ２０歳を迎える町民・町出 新町で統一して開催する

内 容 身者を対象として、新成人 身者を対象として、新成人 身者を対象として、新成人

を祝う式典を開催する。 を祝う式典を開催する。 を祝う式典を開催する。

２年に１回、１０月第１日曜日 ５年に１回、１０月第３日曜日実施時期 １０月第２日曜日

町民運動会 町民が一同に集い、運動会 町民が一同に集い、運動会 町民が一同に集い、運動会 今までどおり、旧町単位で

内 容 を開催する を開催する を開催する 公民館事業として開催する

実施時期 ２月１１日 １月１５日に近い日曜日 １月中に開催

駅伝大会 町内１８．９４㎞の駅伝大 町内１３．３０㎞の駅伝大 町内１５．６０㎞の駅伝大 新町で統一して実施するが

内 容 会 会 会 コースや内容は、合併後に

検討する

実施時期 ２月中に開催 １月中に開催 開催していない

生涯学習推進大 社会教育関係団体関係者の 社会教育関係団体関係者の 新町で統一して開催する

会 内 容 参集により、分科会、記念 参集により、分科会、記念

講演等を開催する 講演等を開催する

実施時期 １月第３日曜日 １月中に開催 １０月中に開催

ＰＴＡ研究大会 ＰＴＡ会員により 分散会 生涯教育研究大会の共催 ＰＴＡ会員により 分散会 新町で統一して開催する、 、 、 、

内 容 記念講演を開催する 記念講演を開催する



合併後の各種行事について

２／２

行 事 の 名 称 伊 方 町 瀬 戸 町 三 崎 町 合 併 後

実施時期 １２月中に開催 １月中に開催 １１月中に開催

人権フェスタ 子ども映画まつり、小中学 生涯教育研究大会の共催 人権作文発表、人権ポスタ 新町で統一して開催する

内 容 生の人権作品の展示、人権 ーの展示、記念講演を開催

作文発表、記念講演を開催

実施時期 ５月上旬に開催 ５月中旬に開催 ８月１４日

スポレク祭 ペタンク・レクバレー・ソ ソフトボール・ソフトバレ 合併後検討するインディアカ・卓球・ドッジボ

内 容 フトボール・ゲートボール ーボール大会の開催ール・ターゲットバードゴルフ

大会の開催大会の開催

実施時期 ６月上旬に開催 開催していない７月 ミニ ・１１月 サッカー（ ） （ ）

スポーツ少年団 ソフトボール大会を開催 ミニバスケットボール・サ 合併後検討する

大会 内 容 ッカー大会の開催（県大会 （県大会は統一チームで出

は統一チームで出場） 場）

１０月末～１１月最初の土・日実施時期 １１月２・３日 １０月最終土・日

文化祭 伊方・町見会場で開催。各 各種展示・各種バザー・芸 各種展示・各種バザー・芸 旧町単位で公民館まつりと

内 容 種展示・各種バザー・芸能 能発表会 能発表会 して開催する

発表会

実施時期

文化のつどい 各種展示・芸能発表・文化 新町で統一して開催する

内 容 講演会の開催 時期等については合併後検

討する



報 告第４１号

指定金融機関等について

指定金融機関等について別紙のとおり報告する。

平成１７年１月２１日提出

伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会

会長 井 上 善 一



）

指定金融機関 　西宇和農業協同組合（昭和60年6月15日） 　西宇和農業協同組合（昭和49年4月16日）

指定代理金融機関 　（株）伊予銀行(昭和60年6月15日) 　（株）伊予銀行三机出張所 　（株）伊予銀行(平成4年10月1日契約締結）

　町見漁業協同組合(昭和60年6月15日) 　瀬戸町漁業協同組合 　（株）愛媛銀行(平成5年1月4日契約締結）

　 　瀬戸郵便局 　三崎郵便局

　四国労働金庫八幡浜支店 　三崎漁業協同組合

収納代理金融機関 　（株）愛媛銀行（平成9年4月1日）

　　　　　　　

    

　西宇和農業協同組合（昭和39年5月30日）

　＊金融機関名称は現在の名称。括弧内年月日は当該
金融機関に係る指定年月日。

事務事業・制度名

協定項目（番号）

事務事業名の名称等
現　況　や　課　題　等

伊　　方　　町 瀬　　戸　　町 三　　崎　　町

担当専門部会名等指定金融機関等

    指定金融機関等について  関 係 項 目

　指定金融機関については、現在３町間に相違がない
ので、現行どおり「西宇和農業協同組合」を、新町の
指定金融機関とする。

平成 １7 年 1 月 ２１  日伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会　協定事項の調整内容 幹事会決定 平成 １6 年 １2 月 2 日 合併協議会報告

  

総務部会

　指定代理、収納代理金融機関については、指定金融
機関の意見を事前に聞き、住民の利便性を考慮したう
えで、合併時までに調整する。

合併時における調整の内容



そ の 他



その他
①新「伊方町」の住所表示について

１ 町の廃置分合について
平成１７年１月１７日総務大臣の告示があった。

合 併 前 合 併 後

西 宇 和 郡 伊 方 町

西 宇 和 郡 瀬 戸 町 西 宇 和 郡 伊 方 町

西 宇 和 郡 三 崎 町

２ 字の名称について
「 」 、 「 」新 伊 方 町 での住所表示については 町の廃置分合のとおり 西宇和郡 伊方町

とし、字の名称については、合併協議会での確認のとおりとする。

平成１６年２月２６日確認協議第２０号 町字名の取扱いについて

３町の区域内の字の名称は、現行のとおりとする。

大浜・中之浜・仁田之浜・河内・湊浦・小中浦・中浦・川永田・豊之浦・伊方越・亀浦・九町・二見伊方町：

三机・塩成・足成・大江・志津・小島・大久・川之浜・田部・神崎・高茂瀬戸町：

三崎・高浦・佐田・大佐田・井野浦・与侈・串・正野・二名津・明神・松・名取・釜木・平礒三崎町：

３ 住所表示の変更について
登記簿又は戸籍の表示と住所の表示を同一にするため、番地の後に記載されている

「の・内・第」を削除する。

①変更例
伊方町湊浦○○○番地の１

番地１伊方町湊浦○○○番地の内１ → ・伊方町湊浦○○○

伊方町湊浦○○○番地第１

伊方町 番地１瀬戸町三机乙○○○番地の１ → ・ 三机乙○○○

伊方町 番地１瀬戸町小島甲○○○番地第１ → ・ 小島甲○○○

伊方町 番地１三崎町三崎○○○番地の１ → ・ 三崎○○○

（甲、乙の表示については現行のとおり）

②関係市区町村長への通知
・本籍地が他市区町村である住民については、本籍地の市区町村長に通知する。

・瀬戸町、三崎町に本籍を有し、他の市区町村に住所を有する者については、住所地の

市区町村長に通知する。

③実施予定日
・伊方町：平成１７年３月１日から

・瀬戸町：平成１７年４月１日から

・三崎町：平成１７年４月１日から



その他
② 第２１回 伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会の日程について

伊方町・瀬戸町・三崎町合併協議会開催一覧表

開催町 開 催 場 所 開 催 日 時

第 １ 回 伊方町 伊方町役場 平成15年 1月14日（火） １４：００～

第 ２ 回 瀬戸町 瀬戸町民センター 平成15年 2月14日（金） １４：００～

第 ３ 回 伊方町 伊方町役場 平成15年 3月17日（月） １４：００～

第 ４ 回 瀬戸町 瀬戸町民センター 平成15年 4月17日（木） １４：００～

第 ５ 回 伊方町 伊方町役場 平成15年 5月23日（金） １０：００～

第 ６ 回 瀬戸町 瀬戸町民センター 平成15年 6月27日（金） １０：３０～

第 ７ 回 伊方町 伊方町民会館 平成15年 7月 2日（水） １４：００～

第 ８ 回 三崎町 三崎町民会館 平成15年 7月31日（木） １５：００～

第 ９ 回 瀬戸町 瀬戸町民センター 平成15年 9月29日（月） １４：００～

第１０回 伊方町 伊方町民会館 平成15年11月 4日（火） １３：３０～

第１１回 三崎町 三崎町総合体育館 平成15年11月27日（木） １４：００～

第１２回 瀬戸町 瀬戸町民センター 平成15年12月15日（月） １４：００～

第１３回 伊方町 伊方町民会館 平成15年12月25日（木） １５：００～

第１４回 三崎町 三崎町民会館 平成16年 3月 5日（金） １４：００～

第１５回 瀬戸町 瀬戸町民センター 平成16年 3月26日（金） １４：００～

第１６回 伊方町 伊方町民会館 平成16年 4月27日（火） １４：００～

第１７回 三崎町 三崎町民会館 平成16年 5月28日（金） １４：００～

第１８回 瀬戸町 瀬戸町民センター 平成16年 8月17日（火） １４：００～

第１９回 伊方町 伊方町民会館 平成16年 9月 3日（金） １４：００～

第２０回 三崎町 三崎町民会館 平成17年 1月21日（金） １４：００～

第２１回 瀬戸町
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